
　
平
成
27
年
度
の
決
算
は
、
平
成
28
年
９
月
清
須

市
議
会
定
例
会
に
お
い
て
、
次
の
と
お
り
認
定
さ
れ

ま
し
た
。
各
会
計
と
も
適
切
な
予
算
執
行
に
よ
り
、

黒
字
決
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。
　

■
問
合
せ
　
財
政
課（
本
庁
舎
）

○決算報告の詳しい内容は、市ホームページ内の「財政状況」のページに掲載しています。

平成27年度

決
算
報
告

市に入ったお金は、

245億5,222万8,846円
市が使ったお金は、

237億1,777万8,641円

特別会計特別会計 （単位　円）

区　　　　分
歳　　　　入
歳　　　　出

内　　　　容

国民健康保険
7,553,254,509
7,490,132,935

国民健康保険事業の健全な
運営を確保し、もって社会保
障及び国民保健の向上に寄
与することを目的に設置

介護保険
4,146,308,857 
4,049,823,588 

介護保険事業の円滑な運営
とその経理の適正を図るこ
とを目的に設置

下水道事業
2,666,430,225
2,637,262,807

下水道事業の円滑な運営と
その経理の適正を図ること
を目的に設置

後期高齢者医療
1,284,546,071
1,281,940,039

後期高齢者医療事業の円滑
な運営とその経理の適正を
図ることを目的に設置

企業会計企業会計 （単位　円）

区　　　　分
事業収益合計
事業費用合計
純　 利　 益

内　　　　容

水道事業
183,795,150
156,880,968
31,387,346

清浄にして豊富低廉な水の供給を図
り、もって公衆衛生の向上と生活環境
の改善に寄与することを目的に設置

地方消費税交付金  １，３３１，５２０，０００円（５．４％）

歳　入
245億
5,222万
8,846円

県支出金  １，２４２，０３９，８４２円（５．１％）

繰入金  ７９２，８１０，０００円（３．２％）

繰越金  ７４６，８０５，４８８円（３．０％）

諸収入  ６５２，２７２，７７９円（２．７％）

その他（分担金及び負担金など） 
　　　　　　１，１３７，５９７，３０５円（４．７％）

市税
１１，７４２，２８５，４５７円

（４７．８%）

国庫支出金
２，７２７，１６９，９７５円
（１１．１%）

地方交付税
２，３９９，１２８，０００円

（９．８％）
市債

１，７８０，６００，０００円
（７．２％）

市民一人あたりの
市税負担額の状況
市民一人あたりの
市税負担額の状況 （単位　円）

市民税
　個人市民税
　法人市民税
固定資産税
軽自動車税
市たばこ税
都市計画税

4,979,829,523
3,854,145,473
1,125,684,050
5,453,529,452
84,034,500
493,553,093
731,338,889

11,742,285,457

74,219
57,442
16,777
81,280
1,252
7,356
10,900
175,007

※1　人口一人あたりの決算額は、平成２8年３月３１日現在の
　　  総人口６7,096人で割った額です。

人口一人あたり
の決算額（※1）決 算 額区　　分

合　　計

一般会計の歳入と歳出
平成２7年度

平成２7年度決算報告
市役所 ☎052-400-2911
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地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
に

よ
り
、
市
民
の
皆
様
に
、
平
成
27
年
度
決
算
の
健
全
化

判
断
比
率
等
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
こ
の
法
律
で
は
、
各
指
標
が
早
期
健
全
化
基
準（
経
営

健
全
化
基
準
）の
数
値
以
上
と
な
っ
た
場
合
に
、
自
主
的

な
改
善
を
義
務
付
け
ら
れ
る
財
政
健
全
化
団
体（
経
営
健

全
化
団
体
）と
な
り
、
さ
ら
に
、
財
政
再
生
基
準
の
数
値

以
上
と
な
っ
た
場
合
に
、
国
の
監
督
下
で
財
政
の
建
て
直

し
を
図
る
財
政
再
生
団
体
と
な
り
ま
す
。

　
今
決
算
に
お
い
て
は
、
各
指
標
の
う
ち
実
質
赤
字
比

率
と
連
結
実
質
赤
字
比
率
は
、
と
も
に
赤
字
を
生
じ
な

か
っ
た
た
め
、
早
期
健
全
化
基
準
に
は
該
当
せ
ず
、
実

質
公
債
費
比
率
と
将
来
負
担
比
率
は
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
り
ま
し
た（
将
来
負
担
比
率
は
、
将
来
負
担
額
よ

り
充
当
可
能
財
源
等
が
多
い
た
め
表
示
さ
れ
ま
せ
ん
。）。

ま
た
、
水
道
事
業
及
び
下
水
道
事
業
で
は
、
資
金
不
足

を
生
じ
な
か
っ
た
た
め
、
公
営
企
業
会
計
の
資
金
不
足

比
率
も
経
営
健
全
化
基
準
に
該
当
し
ま
せ
ん
で
し
た
。

平
成
27
年
度
決
算
の

健
全
化
判
断
比
率
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

区　分

○健全化判断比率

比率 早期健全化
基準

実質赤字比率 － 12.73％

連結実質赤字
比率 － 17.73％

実質公債費
比率 2.6％ 25.0％

将来負担比率 － 350.0％

区　分

○資金不足比率

比率 経営健全化
基準

水道事業会計 － 20.0％

下水道事業
特別会計 － 20.0％

衛生費
２，０８４，１６３，８４３円
（８．8％）

公債費
１，７４４，６４６，５４３円（７．３％）

消防費  
８２０，７０５，２２５円（３．５％）

商工費  
３８５，６０７，１６６円（１．６％）

議会費  ２７７，３９８，３８７円（１．２％）

その他（農林水産業費など） １８１，９６１，５３１円（０．８％）

歳　出
237億
1,777万
8,641円

民生費
９，３１２，５３０，６４２円
（３９．３％）

教育費
２，７８０，２９６，１１０円
（１１．７％）

総務費
３，９８７，７１５，６３１円
（１６．８％）

土木費
２，１４２，７５３，５６３円

（９．０％）

市民一人あたりの
一般会計歳出額の状況
市民一人あたりの
一般会計歳出額の状況 （単位　円）

　お年寄りや障がいをもつ方のために
　児童のために
　その他、生活保護世帯などのために

　自治コミュニティ振興のために
　選挙（県議会議員選挙など）のために
　その他、コミバスの運行や交通安全、統計調査などのために

　学校（幼稚園を含む。）のために
　生涯学習のために
　その他、給食センターや教育委員会運営のために

　道路の維持管理や新設改良のために
　公園のために
　その他、土地区画整理や都市下水路などのために

　ごみ処理やし尿処理のために
　市民の健康のために
　上水道のために

　救急、常備消防のために
　防災対策のために
　その他、市消防団などのために

　商工業振興のために
　その他、観光などのために

民生費

総務費

教育費

土木費

衛生費

公債費　　借り入れた市債の返済のために
消防費

商工費

議会費　　　　市議会運営のために
農林水産業費　農業振興などのために
労働費　　　　労働者への金融貸付などのために

76,595
50,263
23,468
2,864
46,190
1,156
25

45,009
29,016
10,794
10,255
7,967
25,713
4,871
2,223
18,619
28,519
20,039
8,405
75

26,002
11,793
9,674
1,085
1,034
2,615
630

1,985
4,134
2,007

0
252,584

138,794
69,253
56,721
12,820
59,433
1,237
194

58,002
41,438
17,038
11,941
12,459
31,936
8,419
2,619
20,898
31,062
22,015
8,972
75

26,002
12,232
9,674
1,199
1,359
5,747
2,842
2,905
4,134
2,682
30

353,490合　　　計

人口一人あたりの
決算額 一般財源

ベース（※3）
区　　　分

（※2）

※2　人口一人あたりの決算額は、平成２8年３月３１日現在の総人口６7,096人で割っ
　　  た額です。
※3　一般財源ベースは、決算額から国・県支出金など事業が特定される収入を除いた
　　  もので、主に市税が中心となっています。
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